
施策目標（テーマ）

【関係課（担当課）】
高等教育局 高等教育企画課
（同局大学振興課、専門教育
課、医学教育課、学生・留学
生課、国立大学法人支援課）

大学等の教育研究を支
える基盤を強化しつつ、
特色ある発展に向けた
取組などを支援すること
や、事前・事後の評価の
適切な役割分担と強調
を確保すること等によ
り、大学等の国際化や
教育研究の質の向上・
保証を推進する。

施策目標に関する中長期的な達成目標と指標（平成２５年度に実施する施策）

政策目標4　個性が輝く高等教育の振興

達成目標 主な成果指標（アウトカム）／活動指標（アウトプット）

１　大学などにお
ける教育研究の質
の向上

１　大学における教育内容・方法等の
改善・充実が図られる。
各大学が、単独で又は連携して、個性・
特色を踏まえた人材の育成機能を強化
する。

【成果指標（アウトカム）】
＜学部段階を中心とした大学教育の質の保証と向上＞
①　大学間共通教育プログラムに参加する学生数
（２４年度新規事業/目標：２８年度１８００人）
②　ステークホルダーも参画した教育の外部評価・相互評価体制の構築件数
（２４年度実績１１５大学/目標：２８年度１００大学）
③　地域課題解決のための教育プログラムの増加
（２５年度新規事業/目標：２９年度・２５～２８年度までの最高値以上）

＜高度医療人材の養成と大学病院の機能強化＞
④　未来医療研究人材養成拠点形成プログラムの増加
（２５年度新規事業/目標：２９年度・２５～２８年度までの最高値以上）
⑤   がんに特化した臓器横断的な講座数（２４年度実績：５１講座／目標：２８年度・７０講座）
⑥　基礎研究医養成コースを履修している学生数（２４年度実績：１３４人／目標：２８年度・３８０人）
⑦　看護系大学院（修士課程）の修了者数（２ ４年度実績：1,937人/目標：２５年度・2,185人）
⑧　薬学実務実習施設数（２２年度実績：10,473施設/目標：２５年度・11,160施設）
⑨　周産期医療に関わる専門スタッフの養成人数（２４年度実績：584人/目標２５年度・584人）
⑩　看護職教育指導者の養成人数（２４年度実績：197人/目標：２５年度・197人）
⑪　チーム医療に関わる大学病院職員の養成人数（２４年度実績：1,848人/目標：２５年度・1,848
人）

⑫　大学・短期大学の学部（学科）におけるインターンシップの学生参加人数
（２４年度実績：5,262人目標：２６年度・２４～２５年度までの最高値以上）
⑬　獣医系大学と外部専門機関との全国的な実習システムに参加する獣医系大学の割合（２４年度
実績：１００％/目標：２５年度・１００％）
⑭　獣医系大学と外部専門機関との全国的な実習システムを用いた臨床実習等に参加する学生数
（２４年度実績：１７１人/目標：２６年度・６０人）
⑮　情報技術分野に関するＰＢＬを実施している大学の割合
（２４年度実績・15％/目標：２８年度・50％以上）

【活動指標（アウトプット）】
＜学部段階を中心とした大学教育の質の保証と向上＞
⑯　大学間連携共同教育推進事業の実施件数
（２４年度活動実績：４９件大学／平成２５年度活動見込み：４９件）
⑰　地（知）の拠点整備事業の実施件数
（２５年度新規事業/２５年度活動見込み：５０大学）

＜高度医療人材の養成と大学病院の機能強化＞
⑱　未来医療研究人材養成拠点形成事業の実施件数
（２５年度新規事業/目標：２５年度・20拠点)
⑲　大学病院人材養成機能強化事業プログラム実施数
（２４年度活動実績５９件/２５年度活動見込み：３８件）
⑳　医師事務作業補助者の配置人数（２４年度活動実績：1,243人/２５年度活動見込み：1,129人）
注：予算積算上の人数

＜社会の要請に応じた人材育成の体制構築＞
㉑　大学間・産業界等との連携による教育プログラムの実施件数(産業界のニーズに対応した教育
改善・充実体制整備事業選定校)（２４年度活動実績：１０件/２５年度活動見込み：１０件）
㉒　情報技術人材育成のための実践教育ネットワークに参加する大学数
（２４年度活動実績：６２大学/２５年度活動見込み：７０大学）



【成果指標（アウトカム）】
①　大学等の設置件数（認可又は届出）における設置届出の割合（％）
（２４年度実績：７５．５１％/目標：毎年度・７０％以上）
②　大学機関別認証評価実施数（大学・短期大学）
（２４年度実績：１３４/２９年度目標：１０７８）

【成果指標（アウトカム）】
①　英語による授業を実施している学部数
（２１年度実績：４３１/目標：２５年度・２０～２４年度までの最高値以上 ）
②　英語による授業を実施している研究科数
（２１年度実績：４２５/目標：２５年度・２０～２４年度までの最高値以上 ）
③　英語による授業のみで卒業できる学部数
（２１年度実績：９/目標：２５年度・２０～２４年度までの最高値以上 ）
④　英語による授業のみで修了できる研究科数
（２１年度実績：１５５/目標：２５年度・２０～２４年度までの最高値以上 ）
⑤　我が国が受入れている留学生数（２４年度実績：１３７，７５６人/目標：３２年・３００，０
００人 ）
⑥　大学間交流協定等に基づく日本人学生の海外派遣数（２３年度実績：３６，６５６人/目
標：２５年度・２０～２４年度までの最高値以上）

【活動指標（アウトプット）】
⑦　グローバル人材育成推進事業選定大学が目標設定した外国語力スタンダードを上回
る学生数（２４年度新規事業）

３　大学の国際競争力を強化し、国際
的に活躍できる人材を育成する。

４　各大学の継続的な教育研究の質の
向上に資するよう、事前・事後の評価
の適切な役割分担と協調を確保する。

【成果指標（アウトカム）】
①　グローバルCOEプログラム採択拠点に所属の博士課程修了者のうち、大学・公的研
究機関の研究職就職者数（※）
（採択２年後実績：１，０３２人/目標：採択５年後・１，５００人）
②　グローバルCOEプログラム採択拠点に所属の博士課程修了者の就職率（※）
（採択２年後実績：８４．４％/目標：採択５年後・１００％）
③　グローバルCOEプログラム採択拠点に所属する博士課程（後期）学生のレフェリー付
論文の発表数（※）
（採択２年後実績：６，２３６本/目標：採択５年後・９，０００本）
④　グローバルCOEプログラム担当教員のレフェリー付論文の発表数（※）（採択２年後実
績：１７，５１３本/目標：採択５年後・２０，０００本）
⑤　コースワーク修了時の学力審査体制の整備をしている大学の研究科
（２１年度実績：４２．９％/目標：事業最終年度：２１年度実績以上）
⑥　複数指導教員による論文指導体制を構築している大学の研究科
（２１年度実績：７４．１％/目標：事業最終年度：２１年度実績以上）
⑦　博士の標準修業年限内での学位授与率
（２１年度実績：４１．９％以上/目標：事業最終年度：２１年度実績以上）
⑧　競争的資金等の外部資金によるTA・RA雇用を実施する大学
（２１年度実績：２３．４％/目標：事業最終年度：２１年度実績以上）
⑨　優れた学生への授業料免除制度がある大学（２１年度実績：３０．４％/目標：事業最
終年度：２１年度実績以上）
（※採択２年後実績は平成１９年度採択拠点の２０年度値、平成２０年度採択拠点の２１年
度値、平成２１年度採択拠点の２２年度値の計。また、採択５年後の値は全１４０拠点の
計。）

【活動指標（アウトプット）】
⑩拠点が実施する共同研究数(※)
（採択２年後実績：２０，６７６件/採択5年後活動見込み：前年度以上）
⑪上記のうち、海外との共同研究数(※)
（採択２年後実績：４，２４１件/採択5年後活動見込み：前年度以上）
⑫事業により経済的支援を受ける博士課程学生数
（２３年度実績：87人/２５年度活動見込み：前年度以上）

５　大学等を中心とした東日本大震災
からの復旧・復興

２　国公私立大学を通じた競争的環境
の下で、優れた若手研究者の育成機能
の強化や国内外の大学・機関との連携
強化等を通じて、国際的に卓越した教
育研究拠点が形成されるとともに、大
学院教育の実質化を推進する。

【参考指標】
①　国立大学の授業料減免等給付人数
②　国立高等専門学校の授業料減免等給付人数
③　地域復興センターに関わる組織的なボランティア派遣数（実績）
④　学習支援が生徒の学力の向上に寄与したと判断される学校の割合（実績）
⑤　被災地の復興計画策定に大学が貢献した市町村等数（実績）



達成手段

達成手段
（事業・税制措置・諸会議等）

２３年度
補正後
予算額
（千円）

２４年度
補正後
予算額
（千円）

２５年度
当初予
算額
（千円）

行政事業
レビュー
シート
番号

関連する
指標

担当課

国立大学法人施設整備
（文教施設費）

〈112,947,414〉

〈71,402,076
うち復興特

会（文科省）
43,527,190〉

〈58,497,208
うち復興特

会（文科省）
12,785,320〉

０１２９
０１３０

大学など
における
教育研究
の質の向
上

計画課

グローバルCOEプログ
ラム

23,677,160 13,091,465 1,607,932 ０１３１
2-①～
④、⑩～
⑪

大学振興
課

先進的医療イノベーショ
ン人材養成事業

1,950,000 2,100,000 4,354,414 ０１３３
1-④～
⑤、⑱

医学教育
課

大学・大学院及び附属
病院における人材養成
機能強化事業

2,365,037 2,503,996 1,288,960 ０１３４
1-⑥～
⑪、⑲

医学教育
課

大学改革研究委託事業 177,734 88,002 121,882 ０１３５

大学など
における
教育研究
の質の向
上

大学振興
課

博士課程教育リーディ
ングプログラム

3,903,136 11,607,972
17,771,78

8 ０１３６
2-⑤～
⑨、⑫

大学振興
課

口蹄疫等家畜伝染病に
対応した獣医師育成環
境整備事業

31,178 27,650 24,884 ０１３７ 1-⑬、⑭
専門教育
課

大学病院の機能強化 2,066,070 2,066,070 2,066,070 ０１３８ 1-⑳
医学教育
課

大学の国際化のための
ネットワーク形成推進事
業
（補助事業期間終了）

2,987,818 2,611,304 2,349,913 ０１３９ 3-①～⑤
高等教育
企画課

大学の世界展開力強化
事業

2,183,389 2,654,777 2,814,958 ０１４０ 3-⑤～⑥
高等教育
企画課

大学等における地域復
興のためのセンター的
機能の整備

2,000,000

1,000,000
（復興特
会（復興

庁））

1,399,000
（復興特
会（復興

庁））

０１５８ 5-③～⑤
大学振興
課
復興庁

　国立大学法人が行う施設・設備の整備及び不動産の購入に要する経費に対して補助を行
い、もって大学の教育研究に対する国民の要請にこたえるとともに、我が国の高等教育及び学
術研究の水準の向上と均衡ある発展を図ることを目的とする。

留学生受入数、留学生比率や外国人教員比率、海外大学との新たな教育連携プログラムの
実施等の達成目標を設定した上で、以下の国際化拠点としての基礎的インフラ整備や実践的
な高度専門職業人材育成等を行う大学を、公募により選定し、重点的な財政支援を行う。（定
額補助）
留学生受入れの「呼び水」となる英語で学位が取得できるプログラムの開設、留学生の学修・
生活支援等のための体制整備、留学生受入れのワンストップサービス海外拠点の整備、海外
有力大学との単位互換やダブル・ディグリー等新たな教育連携プログラムの開発、大学間交
流協定の拡大、選定大学間等のネットワーク形成、産学連携体制の構築。

○高度な知的資源をもち、地域の担い手となる人材を養成する大学・短期大学・高等専門学
校が、被災地の自治体からの要望等を踏まえ、自治体や他大学等と連携・協力してこれまで
行ってきた様々な取組を継続的・発展的に実施していくため、大学の叡智を結集した地域復興
センター的機能の整備を支援する。【補助率：定額補助】
○被災地の大学等を中心として、地域復興のセンター的機能を整備し、地域のコミュニティ再
生、地域の産業再生・まちづくり、地域復興の担い手養成、地域の医療再生といった取組を実
施する。

高度な教育・研究・診療機能を有する大学・大学病院における高質で戦略的な人材養成及び
拠点を形成。（補助率：定額補助）
○地方自治体、公的研究機関、地域医療機関・医師会、他大学、民間企業等と連携の上、地
域・社会の将来の医療状況を見通した、長期的視野に立った人材養成システムを構築
○複数の大学がそれぞれの個性や特色、得意分野を活かしながら相互に連携・補完して教育
を活性化し、がん専門医療人養成のための拠点を構築

○日中韓政府が策定するガイドラインに沿って、単位の相互認定や成績管理、学位授与等を
統一的な枠組みで行う日中韓の教育交流プログラムの開発・実施等や、その他のASEAN諸国
の大学との交流プログラムを開発・実施する、中核的な拠点を支援する。
○米国等の大学との、教養教育の共通基盤の育成、e-learningの活用による協働の専門教育
の開発、ダブル・ディグリー・プログラムの拡充等新たな学びのスタイルによる協働教育プログ
ラムの開発・実施を支援する。
○公募制により、国公私立大学を通じて競争的に選定し、重点的な財政支援を行う。（定額補
助：100/100）。補助対象は、大学全体。支援期間は原則5年間。

医師事務作業補助者(医療クラーク)等を雇用することにより、関係職種間の役割分担を推進
し、医師等の過酷な業務負担の軽減を図り、大学病院の機能を強化する（補助率：定額補助）

○明確な人材育成像を設定し、博士課程前期・後期一貫した世界に通用する質の保証された
学位プログラムを構築。
○国内外の多様なセクターから第一級の教員・学生を結集した密接な指導体制による独創的
な教育研究を実施。
○世界に先駆け解決すべき人類社会の課題に基づき、産・学・官がプログラムの企画段階か
ら参画。国際性、実践性を備えた研究訓練を行う教育プログラムを実施。

　事業は大きく、（１）大学改革推進委託、（２）大学における医療人養成等委託に分かれる。い
ずれも、国公私立の大学（短期大学を含む）、独立行政法人、学協会、民間の調査研究機関
等を対象に、調査研究テーマの実施計画を公募し、応募のあった実施計画について、外部の
有識者・専門家等で構成される選定委員会により、実施方法、事業計画、実施体制等の審査
（企画競争または一般競争入札）を行う。選定した実施計画については、文部科学省と委託機
関の長との間で委託契約を締結し、業務計画書に基づき事業を実施する。

口蹄疫対策等を担う産業動物獣医師等の養成強化を図るため、産業動物診療分野や家畜感
染症・人獣共通感染症等対策分野において、全国の獣医系大学の学生の実習機会の確保
や、教育水準の向上を図るため、全国的な実習システムを構築する取組を支援する。

○専攻を核に魅力ある教育研究環境を整備するとともに、世界トップクラスの海外大学・研究
機関等との共同プロジェクトなどの優れた教育研究活動の展開を通して、国際的に優れた教
育研究拠点を形成する取組を支援。
○公募制により、国公私立大学を通じて競争的に選定し、重点的な財政支援を行う（定額補
助：100／100）。補助対象は、大学院の研究科・専攻（博士課程（後期）段階）。支援期間は原
則５年間。

基礎医学、チーム医療等を担う優れた高度専門医療人（医師、看護師等）を養成するための
教育体制の充実を図る。（補助率：定額補助）

達成手段の概要



教育研究力強化基盤整
備費

〈5,772,000〉 〈4,300,000〉 〈4,500,000〉 ０１５３

大学など
における
教育研究
の質の向
上

国立大学
法人支援
課

国立大学法人船舶建造
に必要な経費

〈1,779,666〉 〈3,500,000〉 〈3,229,000〉 ０１４４

大学など
における
教育研究
の質の向
上

専門教育
課

国立大学法人運営費交
付金に必要な経費

〈1,209,379,578〉
1,131,765,940
〈うち復興特会

（復興庁）
5,654,849〉

〈1,080,246,793
うち復興特会

（復興庁）

1,060,713〉

０１４５
０３８（復
興庁）

大学など
における
教育研究
の質の向
上

国立大学
法人支援
課
復興庁

国立大学法人施設整備
（大型特別機械整備費
等（最先端等））

〈3,765,263〉
〈65,085,940

〉
〈3,889,535〉 ０１５７

大学など
における
教育研究
の質の向
上

学術機関
課

卓越した大学院拠点形
成支援補助金

- 8,000,591 7,230,008 ０１４６ 2-⑫
大学振興
課

大学間連携共同教育推
進事業

- 3,009,977 2,707,847 ０１４７
1-①、
②、⑯

大学振興
課

産業界のニーズに対応
した教育改善・充実体
制整備事業

- 2,255,020 2,027,677 ０１４８ １-⑫、㉑
専門教育
課

情報技術人材育成のた
めの実践教育ネット
ワーク形成事業

- 603,563 542,005 ０１４９ 1-⑮、㉒
専門教育
課

グローバル人材育成推
進事業

- 5,000,000 4,500,000 ０１５１ 3-⑥、⑦
高等教育
企画課

国立大学改革の強化推
進

- 13,833,000 14,000,000 ０１５２

大学など
における
教育研究
の質の向
上

国立大学
法人支援
課

地（知）の拠点整備事業 -  -  2,282,554

２５年度
新規事業
００１８

1-③、⑰
大学振興
課

卓越した大学院の教育研究拠点に対し、博士課程学生が研究に専念するために必要な経費
を支援し、優秀な学生を惹きつけ、世界で活躍できる研究者を輩出する環境づくりを推進す
る。

国公私の設置形態を超え、地域や分野に応じて大学が相互に連携し、社会の要請に応える共
同の教育・質保証システムを構築する取組を支援する。

情報技術を活用して社会の具体的な課題を解決できる人材を育成するため、大学や産業界に
よる全国的なネットワークを形成し、実際の課題に基づく課題解決型学習等の実践的な教育を
推進する。

若い世代の「内向き志向」を克服し、国際的な産業競争力の向上や国と国の絆の強化の基盤
として、グローバルな舞台に積極的に挑戦し活躍できる人材の育成を図るため、学生のグロー
バル化を推進する取組を支援。日本人学生が世界で雄飛するためのグローバル力を徹底的
に強化。【補助率：定額補助】

国立大学の改革強化、機能強化等を推進するための取組に必要な経費を補助することによ
り、我が国の高等教育、学術研究の水準の向上及び高度な人材育成に資することを目的す
る。
大学・学部の枠を超えた連携・再編成など、国立大学改革を促進させるためには、各大学の強
み・特色を活かした機能の再構築とそれを支えるガバナンス改革が求められる。国立大学に対
して、大学・学部の設置目的を明確化し、必要な経費の補助を行う。【補助率：定額補助】

産業界のニーズに対応した人材育成の取組を行う大学、短期大学が地域ごとにグループを作
り、地元の企業、経済団体や地域の団体等と産学協働のための連携会議を形成し、地域の産
業界と一体となった人材育成や産業界の大学に対するニーズを踏まえた取組を支援する。

　国立大学法人等において、先端的・独創的な研究に必要不可欠な研究設備のうち、既存の
経費（国立大学法人運営費交付金等）や競争的資金では整備が不可能な大型で最先端の研
究設備について、国立大学法人等が策定する設備整備のための中長期的計画（設備マスター
プラン）を踏まえた上で、国立大学法人等に対し補助金を交付する。

　国立大学法人の事業運営に資するため、海上における実地の教育研究に必要な船舶の建
造に係る経費を補助することにより、商船学、水産学など海上における実地の教育研究が不
可欠な分野の基盤の整備を図り、実践的な人材養成及び高度な学術教育を推進する。
平成２４年度から平成２５年度にかけて建造する北海道大学｢おしょろ丸」は、昭和５８年建造
で老朽化が進行し、甲板機器、機関部主機関、船内配管などに不具合がたびたび発生し、安
全性の問題があることから、代船の建造は不可欠な状況であり、安全に教育・調査を行うため
実施する。

様々な場面で活躍できる人材の養成やイノベーションを産む研究活動の推進等を確実に実施
するため、国立大学が有する教育研究基盤の整備に重点投資することで国立大学の教育力・
研究力の強化を図る。
上記目的を達成するため、以下の施設等整備を実施するために必要な経費の補助（定額補
助）を行う。
①新たな社会ニーズに対応した教育研究組織整備に伴う基盤整備
②質の高い教育研究の実施に向けた教育研究内容の改善・充実に伴う基盤整備
③国立大学の機能別分化の推進に伴う基盤整備
④その他国立大学の機能強化・充実に伴う基盤整備

大学等が、自治体と連携し、地域の課題解決にあたる全学的な取組のうち、特に優れたものを
支援することで、課題解決に資する様々な人材や情報・技術が集まる、地域コミュニティの中
核的存在としての大学の機能強化を図る。

国立大学法人運営費交付金は、一定のルールの下、国立大学法人が行う教育研究の確実な
実施に必要な支出額及び授業料や附属病院収入等の自己収入額を見積もり、交付額を算定
している。
　国立大学法人運営費交付金は、国立大学が教育研究を実施する上で必要となる最も基盤
的な部分である「一般運営費交付金」、各大学の個性・特色ある取組を支援する「特別運営費
交付金」、退職手当等毎年度義務的に発生する経費に対応する「特殊要因運営費交付金」、
附属病院の一般診療活動に対応する「附属病院運営費交付金」の４つに区分される。
　なお、交付した運営費交付金は、人件費・物件費等の区分を設けず「渡し切りの交付金」とし
て措置するとともに、受託研究収入などの外部資金獲得等により増収が図られた場合に交付
金を減額せず、各大学の増収努力を考慮するなど、国立大学における教育研究の特性に配
慮している。



事業

２３年度
補正後
予算額
（千円）

２４年度
補正後
予算額
（千円）

２５年度
当初予
算額
（千円）

行政事業
レビュー
シート
番号

関連する
指標

担当課

独立行政法人
国立高等専門学校機構
施設整備に必要な経費

<3,310,699>

〈8,056,525
うち復興特

会（文科省）
1,072,810〉

825,616
０１２７
０１２８

大学など
における
教育研究
の質の向
上

計画課

独立行政法人
大学評価・学位授与機
構運営費交付金に必要
な経費

1,484,105 1,300,794 1,194,591 ０１４１

大学など
における
教育研究
の質の向
上

高等教育
企画課

独立行政法人
国立高等専門学校機構
運営費交付金に必要な
経費

64,302,971

58,877,28
8

うち復興
特会（復

興庁）
68,490

58,050,87
9

うち復興
特会（復

興庁）
50,998

０１４２

大学など
における
教育研究
の質の向
上

専門教育
課
復興庁

独立行政法人
国立大学財務・経営セ
ンター運営費交付金に
必要な経費

392,931 336,755 293,628 ０１４３

大学など
における
教育研究
の質の向
上

国立大学
法人支援
課

○文部科学省の施設整備等に関する計画に基づき、国立大学法人等に対し、施設整備等に
必要な資金の貸付及び貸付金債権の回収を行う。
○国立大学財務・経営センターが国から承継した国立学校特別会計の債務及び利息につい
て、附属病院を有する国立大学法人から負担金をとりまとめ、償還を行う。
○文部科学省の施設整備等に関する計画に基づき、国立大学法人等に対し、国立大学の施
設整備等に必要な資金の交付を行う。
○施設費交付事業等の財源に充てるため、国立大学財務・経営センターが国から承継した旧
特定学校財産の処分促進に努める。
○国立大学法人等の財務及び経営の改善に資するため、高等教育財政に関連する内外の諸
問題の調査研究、国立大学法人等の財務・経営に関する資料の収集分析等を実施し、これら
調査研究の実施により生じた成果について、国立大学法人等へ広く普及を図る。（～２３年度）

達成手段の概要

独立行政法人国立高等専門学校機構が行う施設・設備の整備及び不動産の購入に要する経
費に対して補助を行い、もって職業に必要な実践的かつ専門的な知識及び技術を有する創造
的な人材を育成するとともに、我が国の高等教育の水準の向上と均衡ある発展を図ることを目
的とする。

国立高等専門学校を設置・運営するとともに、学生に対する修学・進路選択及び心身の健康
等に関する相談、寄宿舎における生活指導その他援助を実施。

○学校教育法に定めるところにより、学位（学士、修士、博士）を授与すること。
○大学等の教育研究水準の向上に資するため、大学等の教育研究活動等の状況について評
価を行い、 その結果について、当該大学等及びその設置者に提供し、並びに公表すること。
○文部科学省の国立大学法人評価委員会からの要請に基づき、国立大学及び大学共同利用
機関の教育研究活動に関する評価を行い、その結果について、国立大学法人評価委員会及
び当該評価の対象となった国立大学又は大学共同利用機関に提供し、並びに公表すること。
○大学等の教育研究活動等の状況についての評価に関する調査研究及び学位の授与を行う
ために必要な学習の成果の評価に関する調査研究を行うこと。
○大学等の教育研究活動等の状況についての評価に関する情報及び大学における各種の学
習の機会に関する情報の収集、整理及び提供を行うこと。

（参考）関連する独立行政法人の事業


